
【報告事項１】 

資料１ 

国・京都府の動向等について 
 

 

１ 介護制度改革本部の設置 
国において，平成１７年に予定されている介護制度改革について，福祉，医療，年金

など制度横断的な関連諸施策の総合的な調整を行うため，平成１６年１月８日に厚生労

働省に厚生労働事務次官を本部長とする「介護制度改革本部」を設置。 

   

２ 要介護認定事務の見直し（３頁，別紙①） 
国においては，市町村における要介護認定事務の負担の増加により，当該事務の効率

化に係る提案や要望が多いことに加え，要介護認定事務の定着の状況を踏まえて，平成

１６年４月１日から認定有効期間の拡大等要介護認定事務の見直しを行うこととした。 

 

３ 介護給付の適正化（５頁，別紙②） 
介護保険制度の施行状況については，制度の定着の一方で，不正請求等，不適正や不

正な事例が多く見られることから国民健康保険団体連合会においては，介護給付の適正

化の取組として，「国保連合会介護給付適正化システム」の整備（平成１６年２月から）

や「苦情相談体制」の拡充（平成１６年４月から）の取組みを実施する。 

また，本市においては，独自の取組として，保険者の審査機能を充実させるために「介

護給付費チェックシステムを稼動する（平成１６年４月から）。 

 

４ 高齢者リハビリテーション研究会（７頁，別紙③） 
 平成１５年６月に公表された高齢者介護研究会の報告書に基づき，今後の高齢者の介

護予防，リハビリテーションのあり方について精査・研究するために，厚生労働省にお

いて「高齢者リハビリテーション研究会」（座長＝上田敏・日本障害者リハビリテーシ

ョン協会顧問）が同年７月に設置され，計７回にわたって保健（予防），医療，介護，

福祉用具，自治体などのリハビリテーション専門分野にわたるヒアリングや総合討論が

行われ，平成１６年１月２９日に中間報告がとりまとめられた。 

 

５ 介護サービスの質の向上への取組（９頁，別紙④） 
国においては，（社）シルバーサービス振興会に設置された「介護保険サービスの質

の評価に関する調査研究委員会」で利用者が介護サービス事業者を選択するに当たって

の判断に資する「情報公開の標準化」について，評価の実施方法，評価基準等の調査研

究を行っているところであるが，調査研究の成果を踏まえて，平成１６年度にモデル事

業を実施する。 

 

６ 京都府高齢者自立支援推進委員会（11 頁，別紙⑤） 
   京都府において，「地域における包括的な相談体制の確立」と「ケアマネジメントの

質の向上」を図るため，平成１６年１月２７日に「京都府高齢者自立支援推進委員会」

を設置。 

この委員会には，「高齢者自立支援推進専門会議」及び「介護支援専門員支援推進専

門会議」が設けられ，今後，具体的な検討が行われる予定。 

   

  
 



資料１ 別紙① 

２ 要介護認定事務の見直し 

（１）認定有効期間の拡大                                   下線：改正箇所 

現行 改正後 
申請 

原則 範囲 原則 範囲 

新規 ６箇月間 ３～６箇月間 ６箇月間 ３～６箇月間 

更新 
６箇月間 

（６箇月間） 

３～１２箇月間 

（３～１２箇月間）

１２箇月間 

（１２箇月間） 

３～２４箇月間＊ 

（３～１２箇月間）

（ ）内は，要支援認定の更新 

＊ 重度の要介護状態にある場合を基本とするが，個々の事例ごとに原則より長期間要介護 

状態が継続すると見込まれる場合を判断する。 

 

（２）認定審査会の運営に係る軽減（合議体委員定数の見直し） 

 現行 改正後 

市町村が定める定数の標準 ５名 

以下の場合，５名より少なく設定することができる。＊

・ 更新申請を対象とする場合 

・ 委員の確保が著しく困難な場合 

・ その他，５名より少ない定数によっても認定審査

会の審査の質が維持されるものと市町村が判断

した場合 

＊ これらの場合であっても，少なくとも３名は必要であるものとする。 

 

○ 施行日：平成１６年４月１日から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 





②介 護 保 険における住 宅 改 修 費 の受 領 委 任払い制 度 の実施 及 び事 前承 認 制 度 の導 入

（平成１５年１０月から） 

被 保 険 者 の一 時 的 な負担 を軽 減 し，制 度 をより利 用 しやすくするため，新 たに「受領

委任払い制度」を実施している。 

実施状況                                              （件） 

 事前承認申請件数 支給決定件数 償還払い件数 

平成１５年１０月 ４６ １１ ４９５

平成１５年１１月 ５１ １９ ４４６

平成１５年１２月 ４３ ３９ ５３６

平成１６年 １月 ４０ ４７ ４２２

合計 １８０ １１６ １，８９９

 

 

③介護保険における住宅改修費支給に係る実地調査の実施 

（平成１５年１０月から実施） 

 介 護 保 険 における住 宅 改 修 費 支 給 の一 層 の適 正 化 を図 るため，従 来 の書 類 審 査 に

加えて，支給決定前に委託による実地調査を実施し，調査結果を踏まえて支給決定を

行っている。 

実施状況                                               （件） 

 実地調査実施件数 指摘件数（減額決定の内数）

平成１５年１０月 ２０ ６（２）

平成１５年１１月 ２０ ５（４）

平成１５年１２月 １８ ９（８）

平成１６年 １月 １８ ６（４）

合計 ７６ ２６（１８）

 

 

 

 

 

 

  
 



資料 1 別紙③

『再齢者リハビリテ中ションのあるべき方向』樽蔵

く高齢者リハビリテーシヨンの現状>

O急 性期リハビリテーシヨンが不十分

〇 長期間にわたる効果のないリハビリ

テーション

O医 療から介護の不連続

〇 リハビリテーシヨンとケアの境界不

明確

O在 宅リハビリテーシヨンが不十分

弱

く介瞳保険後見えてきた際題>

O死 亡の原因疾患と生活機能低下の原因疾急と

は異なる。

O軽 度の要介護者が急増。

O介 護予防の効果があがつていない。

O高 齢者の状態像に応じた適切なアプローチが

必要。

高齢者の態様に応じた対応が必要

<脳 卒中モデル>   <廃 用症候群モデル>  <痴 果高齢者モデル>

く高齢者リハビリテーシヨンの

基本的考え方>

1`高 齢者の態様に応じた対応

2,廃 用走候群対策の重視

3.生 活を支える目標

4,個 別的・総合的な提供

5.評 価に基づく計画的な提供

6.地 域における提供体制整備

7.質 の確保

B.基 盤整備

職

<国 民と専門家に求められること>

‐
O国 民

国民ひとりひとりがり′、ビリテーシヨン

について理解を深める。

O専 門職
・リハビリテーシヨンについての十分な

理解
・専門職の教育にリハビリテーシヨン

の考え方を十分に反映

く現行サービスの見直し>

予防、医療、介護が断片的でなく、総合的に提供

されるべき。

生活機能低下予防の強化
・ 老人保健事業、介護予防事業

・ 要支援者への予防給付等

医療・介護のリハビリテーシヨン強化

・ 急性期リハビリテーシヨンの強化

・ 入院リハビリテーシヨンの改善

・ 訪問リハビリテーシヨンの拡充

・ 通所リハビリテーシヨンの適正化

ロ ショートステイの改善
・ 福祉用具・住宅改修の適正化

地域リハビリテーシヨンシステム

・ 予防、医療、介護の情報交換・連携の推進

・ 地域リハビリテーシヨンシステムの再構築

<必 要な基盤整備>

目標設定

サービス提供拠点の整備

(介護老人保健施設等)

人材育成

(リハビリテーシヨン専門医、専門職等)

研究

その他

(痴果高齢者、悪性腫ttg、口腔ケアなど)

１

２

３

４

５



資料１ 別紙④ 

４ 介護サービスの質の向上への取組 

（１）介護サービスの情報開示の標準化（第三者評価） 

調査研究の状況 

老人保健健康増進事業に

より（社）シルバーサービス

振興会に設置された「介護

保険サービスの質の評価

に関する調査研究委員会」

において評価の実施方法，

評価基準等について調査

研究（平成１５年度末に報

告書を取りまとめる予定） 

１ 基本的な考え方 

①利用者が介護サービス事業者を選択するに当たっての判断に

資する情報開示の標準化（介護サービス事業者の格付けや画一

化につながるものではない。） 

②第三者評価のプロセスを通じて，介護サービス事業者自身によ

る介護サービスの質の向上への取組を促進 

２ 情報開示の概要について 

○事業者選択に資する情報として必要となる評価項目と評価項目

に応じた判定基準，ファクトシートなどを標準化 

○適切な事業者選択に資するため，その地域の全ての事業所に

関する情報が開示されるとともに，評価項目の全てが開示されるこ

とが必要 

モデル事業の実施 

全国７ブロックにおいて１次

モデル事業を実施し，その

結果を踏まえ全都道府県

において２次モデル事業を

実施する。評価対象サービ

スは，訪問介護，訪問入浴

介護，通所介護，福祉用具

貸与，特定施設入所者生

活介護，介護老人福祉施

設，介護老人保健施設の７

サービス 

１ １次モデル事業（実施主体：（社）シルバーサービス振興会） 

１５年度の調査研究内容（評価基準，調査員養成研修カリキュラム

等）の検証等を行う調査研究事業 

○実施内容：・モデル評価のための調査員の養成研修 

       ・１次モデル評価の実施・検証（全国９８事業所） 

２ ２次モデル事業 

（実施主体：都道府県，（社）シルバーサービス振興会） 

都道府県におけるモデル評価の実施・検証等 

○実施内容：・調査員の養成研修への参加者派遣 

       ・２次モデル評価の実施・検証・報告 

都道府県におけるモデル評価の検証等を行う調査研究事業 

○実施内容：・調査員指導者，調査員の養成研修 

       ・２次モデル評価全体の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】京都府第三者評価モデル事業 

事業主体 評価主体 対象サービス 公開方法 

京都府 

社団法人，財団法人，

営利企業，ＮＰＯ法人

等を対象として公募を

行 い ， 平 成 １ ５ 年 度

は，９機関を認定（受

診事業所は，１１０事

業所） 

介護保険事業者につ

いて，サービス種別に

関わらない事業所（組

織体）を評価する。た

だし，居宅療養管理指

導・福祉用具貸与の

みの事業者は除く 

冊子及びホームペ

ージでの公開 

 

 

  
 



  
 

（２）平成１５年度京都市介護サービス評価事業の実施状況について 
①評価の概要 

  自己評価 利用者評価 

実施期間 平成１５年１１月１７日～ 

平成１５年１２月１５日

平成１５年１２月１６日～ 

平成１６年１月１５日

評価者 平成１５年８月現在で京都府が

事業者指定している評価対象サー

ビスの事業者に参加応募案内を通

知し，事業の趣旨に賛同し参加し

た事業者 

参加応募のあった事業者のサービ

スを利用している本人又は家族（抽

出数は，１事業者当たり最大２５人）

調査方法 郵送法 郵送法 

対象事業者数 １，４４３事業者 

参加事業者 

利用者評価者数 

参加事業者数：４９５ 

参加率：３４．３％ 

評価票発送数：１１，７２３ 

評価票有効回収数：７，００３ 

有効回収率：５９．７％ 

 

②対象サービス及び参加事業者数             （  ）内は，平成１４年度 

サービス種別 事業者数 参加事業者数 参加率 

居宅介護支援 ３５０（  ３８３） １４４（１５３） ４１．１％（３９．９％）

訪問介護 １６４（  １７５） ８０（ ７６） ４８．８％（４３．４％）

訪問看護 ５０３（  ５２６） ４２（ ４１）   ８．３％（ ７．８％）

通所介護 １２９（  １１４） ７５（ ７３） ５８．１％（６４．０％）

通所リハビリテーション ８０（   ８３） ３９（ ４８） ４８．８％（５７．８％）

短期入所生活介護 ５０（   ４８） ３１（ ２９） ６２．０％（６０．４％）

短期入所療養介護 ５７（   ６４） １６（ １８） ２８．１％（２８．１％）

介護老人福祉施設 ４６（   ４５） ３１（ ２９） ６７．４％（６４．４％）

介護老人保健施設 ２８（   ２８） ２０（ ２０） ７１．４％（７１．４％）

介護療養型医療施設 ３６（   ３７） １７（ １６） ４７．２％（４３．２％）

合  計 １，４４３（１，５０３） ４９５（５０３） ３４．３％（３３．５％）

＊ 事業の参加要件として,評価者(利用者)が１０名以上であることとした。 

 

③結果公表（平成１６年４月予定） 

事業者別の評価結果は，自己評価と利用者評価の特色が分かるように，冊子にとりまとめ，

区役所・支所の長寿社会課の窓口のほか，市内の在宅介護支援センターに設置するとともに，

ホームページでも広く公表する。 

また，「介護保険事業者情報（エリアマップ）」において，本事業への参加の有無を表示す

る。 

 








